
令和 ６ 年 度

香取市簡易水道事業会計

決 算 説 明 書
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１   概      況

  (1) 総括事項

　イ　給水状況　

　本年度末における給水戸数は1,098戸で、前年度より10戸、0.9％の減となりました。

　年間給水量は324,464㎥で、前年度より6,694㎥、2.11％の増となりました。

　有収水量は234,529㎥で、前年度より14,196㎥、6.44％の増となりました。

　有収率は72.28％で、前年度より2.94ポイントの増となりました。

　ロ　経理状況　

（収益的収支）

（資本的収支）

負担金が3,347,090円です。

円です。

定留保資金等で補てんしました。

令和６年度香取市簡易水道事業報告書

収 益 的 収 支 の 状 況 は 、 事 業 収 益 130,854,618 円 に 対 し 、 事 業 費 用 119,931,961 円 で 、

差引き10,922,657円の純利益となりました。

事 業 収 益 の 内 容 は 、 営 業 収 益 59,413,110 円 、 営 業 外 収 益 71,255,859 円 、 特 別 利 益

185,649円です。

営業収益の主な内容は、給水収益58,818,110円であり、営業外収益の主な内容は、千葉県

市町村水道総合 対策事業補助 金27,630,000円、地方公 営企業繰出基 準に基づく一 般

会計からの高料金対策補助金等32,792,486円です。

事 業 費 用 の 内 容 は 、 営 業 費 用 112,028,841 円 、 営 業 外 費 用 7,762,320 円 、 特 別 損 失

140,800円です。

営業費用の内容は、原水及び浄水費36,168,505円、配水及び給水費3,114,943円、総係費

15,093,603円、減価償却費57,651,790円であり、営業外費用の主な内容は、企業債利息

7,726,881円です。

資本的収支の状況は、資本的収入が120,804,090円で、うち企業債が64,000,000円、地方公営

企業繰出基準に基づく企業債元金償還等出資金が53,457,000円、消火栓設置による一般会計

資本的支出は、178,020,019円で、うち建設改良費が81,746,620円、企業債償還金96,273,399

　なお、資本的収入が資本的支出に対して不足する額57,215,929円については、過年度分損益勘
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   （2）　 経営指標に関する事項

＜経営指標の推移＞

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

経常収支比率 124.62% 118.39% 107.80% 126.27% 109.08%

料金回収率 63.38% 59.07% 51.22% 55.53% 53.49%

有形固定資産減価償却率 55.02% 56.74% 58.09% 59.49% 59.93%

管路経年化率 10.29% 5.37% 6.14% 5.56% 6.35%

管路更新率 0.20% 0.30% 0.30% 0.30% 0.79%

令和６年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、有収

水量の増加に伴い給水収益は増加しましたが、県補助金及び他会計補助金の減少、また、

原水及び浄水費の増加に伴い前年度比17.19ポイント減の109.08％となりました。健全経営

の水準とされる100％は上回っています。また、料金水準の妥当性を示す料金回収率は、前

年度比2.04ポイント減の53.49％となり、給水収益で事業に係る費用を賄えていない状況が

続いています。

一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は前年度比0.44

ポイント増の59.93％となり施設の老朽化が進んでいます。なお、法定耐用年数を経過した管

路延長の割合を示す管路経年化率は前年度比0.79ポイント増の6.35％となりました。また、

当該年度に更新した管路延長の割合を示す管路更新率は前年度比の0.49ポイント増の

0.79％となりました。更なる効率性・経済性を高め、引き続き計画的な施設更新を行ってまい

ります。 
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議会議決事項

 令和５年度香取市簡易水道事業会計決算

 令和７年度香取市簡易水道事業会計予算

 令和５年度香取市簡易水道事業会計予算繰越計算書について

行政官庁認可事項 なし

職員に関する事項

その他職員

料金その他供給条件の設定、変更に関する事項 なし

２  工     事

(3)

議案番号 件　　　　　　　　　名 提出年月日 議決年月日

認定第10号 R 6. 8.27 R 6. 9.20

議案第９号 R 7. 2.25 R 7. 3.21

報告第７号 R 6. 5.28 -

(4)

(5)

区　分 前　年　度　職　員 当　年　度　職　員

科　目 事務職員 技術職員 計 事務職員 技術職員 その他職員 計

損益勘定所属職員(人) 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本勘定所属職員(人) 0 1 0 1 0 0 1 0 1

(6)

(1) 改良工事の概況

R 6. 6. 6

R 6. 9.23

R 6. 8.29

R 7. 1.12

R 6.10. 4

R 7. 1. 1

R 6. 2.27

R 6.10.11

R 6. 4.13

R 6. 7.11

(2) 保存工事の概況

R 6. 4.27

R 6.10.23

R 6. 6. 4

R 6. 9. 1

R 6.12. 3

R 7. 3. 2

R 7. 1. 6

R 7. 3.25

増減
異動

工          事          名 施        工        内        容
本年度

工事費 (円)
工　期

岩部地先配水管布設替工事
ダクタイル鋳鉄管GX形φ100　32m
配水用ポリエチレン管(HPPE)φ50　107m

19,577,800

上ノ台地先配水管布設替工事
ダクタイル鋳鉄管GX形φ100　10m
配水用ポリエチレン管（HPPE)φ100・φ75　
156m

10,076,000

西田部地先配水管布設替工事 配水用ポリエチレン管（HPPE)φ50　149m 8,885,800

西田部地先配水管布設替工事 配水用ポリエチレン管（HPPE)φ75・φ50　345m 29,168,700

岩部地先配水管布設替跡本復旧工事 舗装工　825㎡ 6,380,000

工          事          名 施        工        内        容
本年度

工事費 (円)
工　期

大畑浄水場５号井電磁流量計変換器
修繕

電磁流量計変換器修繕 一式 1,672,000

栗源第１取水井水中ポンプ修繕 水中ポンプ修繕 一式 1,259,500

栗源第３取水井水中ポンプ修繕 水中ポンプ修繕 一式 1,229,800

栗源第１取水井水中ポンプ修繕（そ
の２）

水中ポンプ修繕 一式 1,287,000
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 ３  業     務

(1) 業  務  量

 イ  給水人口、給水戸数及び給水量

ロ  給水工事等施工数         (単位：件)

         種  別

 区  分

     (単位:円、％)

　　　　　　　　区　分

 1 水道事業収益

1

1

2

3

2

1

2

3

4

5

3

1

2

年 度 末 年 度 末 年    間 １日平均 年    間 年    間

給水人口 給水戸数 給 水 量 給 水 量 有収水量 有 収 率

人 戸 ㎥ ㎥/日 ㎥ ％

2,488 1,098 324,464 889 234,529 72.28 

管 理 者 0 0 3 0 3 6 △ 3

指定給水装置
工 事 事 業 者

4 5 0 0 9 12 △ 3

計 4 5 3 0 12 18 △ 6

(2) 事業収入に関する事項 

令和５年度 令和６年度 比         較

 　科　目 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 前年度比

137,396,872 100.0 130,854,618 100.0 △ 6,542,254 95.2

営 業 収 益 55,497,120 40.4 59,413,110 45.4 3,915,990 107.1

給 水 収 益 54,894,120 40.0 58,818,110 44.9 3,923,990 107.1

受 託 工 事 収 益 0 0.0 0 0.0 0 0.0

その他営業収 益 603,000 0.4 595,000 0.5 △ 8,000 98.7

営 業 外 収 益 81,723,280 59.5 71,255,859 54.5 △ 10,467,421 87.2

給水申込加入 金 1,500,000 1.1 1,000,000 0.8 △ 500,000 66.7

県 補 助 金 32,096,000 23.4 27,630,000 21.1 △ 4,466,000 86.1

他 会 計 補 助 金 38,312,368 27.9 32,792,486 25.1 △ 5,519,882 85.6

長期前受金戻 入 9,807,884 7.1 9,832,079 7.5 24,195 100.2

雑 収 益 7,028 0.0 1,294 0.0 △ 5,734 18.4

特 別 利 益 176,472 0.1 185,649 0.1 9,177 105.2

過年度損益修正益 558 0.0 55,409 0.0 54,851 9,929.9

その他特別利 益 175,914 0.1 130,240 0.1 △ 45,674 74.0

事         項

令和６年度

新設工事 増設工事 修繕工事 撤去工事 計 令和5年度 比較増減
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     (単位:円、％)

                    区  分

1

1

2

3

4

5

2

1

2

3

1

2

3

4

 ４  会     計

(1) 重要契約の要旨

(2)  企業債の概況

(3) その他 (他会計補助金等の使途について)

(3) 事業費に関する事項

令和5年度 令和6年度 比         較

 科     目 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 前年度比

 1 水道事業費用 108,849,039 100.0 119,931,961 100.0 11,082,922 110.2

営 業 費 用 99,407,549 91.3 112,028,841 93.5 12,621,292 112.7

原水及び浄水 費 25,848,122 23.7 36,168,505 30.2 10,320,383 139.9

配水及び給水 費 1,684,411 1.6 3,114,943 2.6 1,430,532 184.9

総 係 費 14,179,041 13.0 15,093,603 12.6 914,562 106.5

減 価 償 却 費 57,695,975 53.0 57,651,790 48.1 △ 44,185 99.9

資 産 減 耗 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

営 業 外 費 用 9,262,370 8.5 7,762,320 6.4 △ 1,500,050 83.8

支払利息及び諸費 9,262,370 8.5 7,726,881 6.4 △ 1,535,489 83.4

雑 支 出 0 0.0 35,439 0.0 35,439 皆増

特 別 損 失 179,120 0.2 140,800 0.1 △ 38,320 78.6

過年度損益修正損 60,720 0.1 0 0.0 △ 60,720 皆減

災 害 損 失 118,400 0.1 140,800 0.1 22,400 118.9

その他特別損 失 0 0.0 0 0.0 0 0.0

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

契約年月日
(変更契約日)

契約金額(円)
(変更後契約金額)

契　　約　　名
工　　期

(変更後契約期間)
契 約 の 相 手 方

R 6. 2.26 27,060,000 R 6. 2.27

(R 6. 9.26) (29,168,700) R 6.10.11

前年度末残高 本  年  度  借  入  高 本年度償還金 本年度末残高

西田部地先配水管布設替工事 大真建設（株）

   (単位：円)

547,986,569 管路整備事業 64,000,000 96,273,399 515,713,170

イ　県補助金27,630,000円は、減価償却費に充当した。（特定収入以外）

ロ　他会計補助金32,792,486円は、児童手当216,000円、企業債利息7,726,881円、減価償却費

24,849,605円に充当した。（特定収入以外）

ハ　他会計負担金3,902,090円は、消火栓設置費に3,347,090円、消火栓維持管理費として課税仕

入れに259,586円を充当し（特定収入）、不課税仕入れに295,414円（特定収入以外）を充当した。

ニ　福島第一原子力発電所放射性物質漏洩事故に伴う東京電力賠償金130,240円は、課税仕入

れに充当した。（特定収入）
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 10,922,657

　　　減価償却費 57,651,790

　　　引当金の増減額 △ 23,716

　　　長期前受金戻入額 △ 9,832,079

　　　支払利息 7,726,881

　　　未収金の増減額 △ 62,015,113

　　　貯蔵品の増減額 △ 69,380

　　　前払金の増減額 7,820,000

　　　未払金の増減額 △ 9,727,764

　　　小計 2,453,276

　　　利息の支払額 △ 7,726,881

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 5,273,605

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 75,011,320

　　　負担金による収入 3,042,810

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 71,968,510

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 64,000,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 96,273,399

　　　他会計からの出資による収入 53,457,000

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 21,183,601

　資金増減額 △ 56,058,514

　資金期首残高 610,436,271

　資金期末残高 554,377,757

令和６年度香取市簡易水道事業キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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収　入 (単位：円)

備  考

1 水道事業収益 130,854,618

1 営 業 収 益 59,413,110

1 給 水 収 益 58,818,110

1 水 道 料 金 58,818,110

2 受 託 工 事 収 益 0

1 受 託 工 事 収 益 0

3 その他営業収益 595,000

1 手 数 料 40,000

2 他 会 計 負 担 金 555,000

2 営 業 外 収 益 71,255,859

1 給水申込加入金 1,000,000

1 給 水 申 込 加 入 金 1,000,000

2 県 補 助 金 27,630,000

1 県 補 助 金 27,630,000

3 他 会 計 補 助 金 32,792,486

1 他 会 計 補 助 金 32,792,486

4 長期前受金戻入 9,832,079

1 長 期 前 受 金 戻 入 9,832,079

5 雑 収 益 1,294

1 そ の 他 雑 収 益 1,294

3 特 別 利 益 185,649

1 過 年 度 損 益 修 正 益 55,409

1 過 年 度 損 益 修 正 益 55,409

2 そ の 他 特 別 利 益 130,240

1 そ の 他 特 別 利 益 130,240

令和６年度香取市簡易水道事業収益費用明細書（税抜）

款 項 目 節 金         額
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支　出 (単位：円)

備  考

1 水道事業費用 119,931,961

1 営 業 費 用 112,028,841

1 原水及び浄水費 36,168,505

1 備 消 品 費 97,296

2 光 熱 水 費 968,957

3 通 信 運 搬 費 552,450

4 委 託 料 20,779,226

5 手 数 料 18,800

6 賃 借 料 211,424

7 修 繕 費 5,693,000

8 動 力 費 7,847,352

9 薬 品 費 0

2 配水及び給水費 3,114,943

1 旅 費 17,046

2 委 託 料 2,388,327

3 修 繕 費 709,570

4 路 面 復 旧 費 0

5 材 料 費 0

3 総 係 費 15,093,603

1 手 当 0
予算額
300,000

2 印 刷 製 本 費 77,284

3 通 信 運 搬 費 129,119

4 委 託 料 329,998

5 手 数 料 23,738

6 賃 借 料 67,500

7 負 担 金 14,140,450

8 保 険 料 325,514

9 貸倒引当金繰入額 0

4 減 価 償 却 費 57,651,790

1 有形固定資産減価償却費 57,651,790

5 資 産 減 耗 費 0

1 た な 卸 資 産 減 耗 費 0

款 項 目 節 金         額

- 527 -



支　出 (単位：円)

備  考款 項 目 節 金         額

2 営 業 外 費 用 7,762,320

1 支払利息及び諸費 7,726,881

1 企 業 債 利 息 7,726,881

2 借 入 金 利 息 0

2 雑 支 出 35,439

1 そ の 他 雑 支 出 35,439

3 特 別 損 失 140,800

1 過年度損益修正損 0

1 過 年 度 損 益 修 正 損 0

2 災 害 損 失 140,800

1 災 害 損 失 140,800

3 そ の 他 特 別 損 失 0

1 そ の 他 特 別 損 失 0

4 予 備 費 0

1 予 備 費 0

1 予 備 費 0
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(単位：円)

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(1)

令和６年度香取市簡易水道事業固定資産明細書

年度当初 当年度末 減     価     償     却     累    計     額

現 在 高 現 在 高 当年度増加額 当年度減少額 累      計

 ( 有 形 固 定 資 産 )

土 地 14,186,352 0 0 14,186,352 14,186,352

建 物 78,711,783 0 0 78,711,783 1,589,677 0 39,262,693 39,449,090

建物附属設備 2,927,407 0 0 2,927,407 0 0 2,781,037 146,370

構 築 物 2,086,496,010 74,997,710 0 2,161,493,720 51,017,618 0 1,091,859,305 1,069,634,415

機械及び装置 699,916,740 13,610 0 699,930,350 5,044,495 0 629,397,461 70,532,889

工 具 器 具
及 び 備 品

1,261,999 0 0 1,261,999 0 0 1,198,900 63,099

 ( 無 形 固 定 資 産 )

電 話 加 入 権 792,800 0 0 792,800 792,800

計 2,884,293,091 75,011,320 0 2,959,304,411 57,651,790 0 1,764,499,396 1,194,805,015

資  産  の  種  類 当年度増加額 当年度減少額
当年度末償却
未   済   高

-
 
5
2
9
 
-



  償         還         高   (円) 発行 利率 償還終期
当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 価額 (％) (年月)

平成８年度政府債 H 9. 4.30 158,000,000 8,111,488 141,109,565 16,890,435 2.700 R 9. 3

平成９年度政府債 H10. 4.30 527,900,000 24,999,636 449,845,535 78,054,465 2.000 R10. 3

平成10年度政府債 H12. 1.20 520,300,000 24,068,106 405,549,076 114,750,924 2.100 R11. 9

平成11年度政府債 H12. 4.28 216,600,000 9,915,400 163,793,466 52,806,534 2.100 R12. 3

平成12年度政府債 H13. 1.31 137,900,000 6,145,959 102,056,134 35,843,866 1.800 R12. 9

平成25年度機構債 H26. 3.25 45,600,000 3,085,228 30,034,364 15,565,636 0.500 R12. 3

平成26年度機構債 H27. 3.24 1,600,000 100,184 887,398 712,602 0.400 R14. 3

平成26年度機構債 H27. 3.24 12,300,000 413,858 3,665,857 8,634,143 0.400 R27. 3

平成26年度機構債 H27. 4. 2 22,400,000 753,693 6,676,034 15,723,966 0.400 R27. 3

平成26年度機構債 H27. 5.12 23,100,000 2,587,237 23,100,000 0 0.200 R 7. 3

平成26年度機構債 H27. 9.29 24,100,000 1,505,994 12,611,159 11,488,841 0.400 R14. 9

平成27年度機構債 H28. 3.30 5,700,000 160,586 641,379 5,058,621 0.100 R38. 3

平成28年度機構債 H29. 3.30 4,100,000 455,647 3,188,570 911,430 0.010 R 9. 3

平成29年度機構債 H30. 3.26 6,800,000 755,631 4,532,653 2,267,347 0.010 R10. 3

平成29年度機構債 H30. 4.26 9,500,000 1,055,661 6,332,384 3,167,616 0.010 R10. 3

平成30年度機構債 H31. 3.28 2,000,000 222,222 1,110,889 889,111 0.010 R11. 3

令和元年度機構債 R 1. 5.27 6,800,000 755,556 3,777,476 3,022,524 0.004 R11. 3

令和元年度機構債 R 2. 3.26 1,900,000 211,105 844,382 1,055,618 0.003 R12. 3

令和２年度機構債 R 2. 5. 7 48,200,000 5,354,484 21,411,512 26,788,488 0.020 R12. 3

令和３年度機構債 R 3. 5.27 20,700,000 2,299,080 6,895,862 13,804,138 0.020 R13. 3

令和３年度機構債 R 4. 3.30 9,200,000 1,016,096 2,030,163 7,169,837 0.020 R14. 3

令和６年度香取市簡易水道事業企業債明細書

種         類 発行年月日 発行総額 (円） 未償還残高(円） 備考

-
 
5
3
0 

-



  償         還         高   (円) 発行 利率 償還終期
当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 価額 (％) (年月)

種         類 発行年月日 発行総額 (円） 未償還残高(円） 備考

令和４年度機構債 R 4. 6. 2 900,000 99,401 198,603 701,397 0.200 R14. 3

令和４年度機構債 R 4.12.22 14,400,000 1,588,824 2,382,046 12,017,954 0.200 R14. 9

令和４年度機構債 R 5. 3.30 5,600,000 612,323 612,323 4,987,677 0.400 R15. 3

令和５年度政府債 R 6. 3.25 11,400,000 0 0 11,400,000 0.500 R16. 3

令和５年度機構債 R 6. 3.25 8,000,000 0 0 8,000,000 0.500 R16. 3

令和６年度機構債 R 7. 3.24 18,800,000 0 0 18,800,000 1.200 R17. 3

令和６年度政府債 R 7. 3.25 18,800,000 0 0 18,800,000 1.200 R17. 3

令和６年度機構債 R 7. 3.27 13,300,000 0 0 13,300,000 1.200 R17. 3

令和６年度機構債 R 7. 3.27 13,100,000 0 0 13,100,000 1.200 R17. 3

1,909,000,000 96,273,399 1,393,286,830 515,713,170 合　　　　　計

-
 
5
3
1
 
-



注　　　記　　　表

Ⅰ.　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　たな卸資産は、先入先出法による。

　２　固定資産の減価償却の方法

　 (1)　有形固定資産（リース資産を除く。）の減価償却の方法は、定額法（ただし、量水器は

　　　取替法）による。

　　・主な耐用年数

　　　　建物　　　　　　　10年～45年　

　　　　構築物　　　　　　 5年～58年

　　　　機械及び装置　     8年～16年

　　　　工具器具及び備品　 2年～20年

　 (2)　無形固定資産の減価償却の方法は、定額法による。

　３　引当金の計上基準

　（1）　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損に備えるため、貸倒率による回収実績不能見込み額を計上している。

　（2）　賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当事業年

　　　度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　（3）　退職給付引当金

　　　　本市は、退職手当組合に加入しており、一般会計との取り決めにより、追加的負担は全

　　　額一般会計において措置することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　４　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．貸借対照表等に関する注記

　（1）　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内

　　　　　に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、309,897,453円である。

　（2）　賞与引当金及び法定福利費引当金の目的使用による取り崩し

　　　　　　期末・勤勉手当の支給（手当に係る法定福利費を含む。）を行うため、引当金565,716円を取り崩

　　　 した。

　（3）　貸倒引当金の目的使用による取り崩し

　　　　当年度において、不納欠損処理を行うため、貸倒引当金12,954円を取り崩した。
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